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活動指標 単位 23年度 26年度活動見込

政策評価の質の向上
活動実績 － ―

当初見込み － －

別紙２参照

24年度 25年度

－ －

活動指標 単位 23年度 24年度 25年度 26年度活動見込

政策評価に関する研修の参加者アンケートにおける「業務
の参考になった」とした回答者の割合

活動実績 % 81.5% 80.6% 83.6% 83.6%以上

当初見込み % － － －

単位 23年度 24年度 25年度 26年度見込

・行政相談の処理
績

単位当たり
コスト 円 1,246 1,446 1,453 ―

算出根拠

単位当たり
コスト

活動指標 単位 23年度 24年度 25年度 26年度活動見込

行政相談の処理件数
活動実績 件 185,053 167,610 168,076 168,076

当初見込み 件 ― ― ―

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

算出根拠 単位 23年度 24年度 25年度 26年度見込

・各府省の業務の調査・改善指摘（勧告等）
単位当たりコスト＝年度執行実績額／各府省の業務の延べ
調査件数

単位当たり
コスト 円 2,911,071 2,692,934 2,690,586 ―

計算式  円 / 件 30,566,245円　/
10.5件

36,085,313円　/
13.4件

42,780,311円　/
15.9件 /

活動指標 単位 23年度 24年度 25年度 26年度活動見込

行政評価局調査の新規着手テーマ数
活動実績 件 8 10 9 10

当初見込み 件 ― ― ―

－ － 91.5%以上

達成度 ％ － － －

執行率（％） 79.61% 63.51% 71.69%

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 23年度 24年度 25年度
目標値

（26年度）

行政評価局調査に係る勧告等に基づく、関係府省の政策へ
の反映、行政制度・運営の見直し・改善の状況
（※２回目のフォローアップ実績は別紙１参照）

成果実績 ％ 94.0% 91.8% 88.7%

目標値 ％ －

計 103 148 219 145

執行額 82 94 157

翌年度へ繰越し

予備費等

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度要求

予算
の状
況

当初予算 103 148 219 145

補正予算

前年度から繰越し

根拠法令
総務省設置法第４条第16号、17号、18号、19号、20号、21号
及び22号並びに第６条、政策評価法、政策評価法施行令、
行政相談委員法

関係する計画、
通知等

政策評価に関する基本方針（平成17年12月16日閣議決定）、政
策評価の実施に関するガイドライン（17年12月16日政策評価各
府省連絡会議了承）、行政評価等プログラム（26年４月１日総務
大臣決定）等

事業の目的
行政評価局調査、政策評価推進及び行政相談の各機能発揮を通じて、行政機関の実施する業務の不断の見直し、質の向上、国民の行政に対
する信頼の確保を図ること。

事業概要

政府内にあって、施策や事業の実施等を直接担当する各府省と異なる「いわば第三者的立場」から、次の活動を行う。
【行政評価局調査】各府省の業務の実施状況についての全国的規模の調査により、課題や問題点を実証的に把握・分析し、改善方策の提示や
政府全体の統一性の確保などのための政策の評価を行う。
【政策評価推進】政策評価に関する基本的事項の企画立案、各府省の政策評価の点検等により、政府における政策評価の的確な実施を推進す
る。
【行政相談】国民から国の行政全般に関する苦情等を受け付け、関係行政機関等へのあっせん等により、個々の苦情の解決や行政の制度及び
運営の改善を図る。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

昭和29年度・「終了（予定）なし」
（政策評価は平成13年度）
（行政相談は昭和30年度）

担当課室 総務課 課長　白岩　俊

会計区分 一般会計 政策・施策名 Ⅰ－２　行政評価等による行政制度・運営の改善

事業番号 0002

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （総務省）
事業名 行政評価等実施事業（総務本省） 担当部局庁 行政評価局 作成責任者
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単位当たりコスト＝年度執行実績額／行政相談の処理件数 計算式  円 / 件 230,646,733円　/
185,053件

242,292,006円　/
167,610件

244,194,678円　/
168,076件 /
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所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

平成21年11月の事業仕分けで取り上げられる。（（事業番号）1-23　（事業名）政策評価、行政評価・監視　（判定）「抜本的な機能強化」）
→平成22年4月に「行政評価機能の抜本的強化方策」を取りまとめて以降、行政評価局調査の多様化、政策評価における情報公表、事前評価の拡充等に取り組ん
で現在に至っている。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年 0010 平成24年 0010 平成25年 0003

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

　本事業は国が自ら行う業務管理のための業務であり、行政機関における業務の不断の見直し、質の向上の取組を促すことをもって、成果が
あったと考えている。平成25年度中に勧告した行政評価局調査において、43の行政事業レビューシートで取り上げられている事業について各府
省の取組を誘引していることになり、また、政策評価推進を見れば、各府省の政策評価について平成26年度以降の一層の政策改善や分かりや
すさの向上を実現することになる。しかしながら、行政機関における業務の見直し・質の向上の取組は常に求められるものであり、完了することは
無い。

改善の
方向性

　事務経費について、引き続き、膨張抑制に努めつつ、当事業としては、常に従来の成果に十分と甘んずることなく、一つの考え方、物差しでは
なく、絶えず効果的な手法や考え方を模索しながら、様々な行政のより適切な評価と課題の解決を目指して取り組んでいく。3つの機能について
当面特に以下の重点で取り組む。
【行政評価局調査】調査設計の巧緻化による分析の効率化、勧告内容の充実。勧告後の措置だけでなく、改善結果のフォローの徹底。
【政策評価推進】各行政機関の政策評価担当職員の資質向上と、平成25年ガイドラインに沿った各府省の政策評価の励行。点検活動の重点
化。
【行政相談】国民の利用を促す周知・広報活動と相談事案からの行政課題の発掘の励行。

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的ある
いは低コストで実施できているか。

―
以下から、該当項目については十分できていると評価。
①　引き続き、フォローアップ時点の、勧告等事項に基
　づく関係府省の措置の割合が高い水準であること。
②　国会への調査結果等の報告（参議院行政監視委
　員会からの行政評価局調査に関する説明の求め（25
　年度2回）、政策評価の国会報告（25年度1回））。
③　経済財政諮問会議、規制改革会議等への説明。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ―

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

―

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 以下により、事業のための予算を効率的に支出している
ことから、該当項目については十分できていると評価。
①　各種契約について、一般競争入札の励行等により、
　競争性を確保。
②　各種印刷物の配布先の見直し等による経費縮減。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ―

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ―

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ―

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入

の
必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○ 国が自らの業務管理のために行う業務の一つである。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業となって
いるか。

○

情報処理業務庁費 20

計 145

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算

内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

諸謝金 20

褒賞品費 2

職員旅費 17

委員等旅費 3

庁費 83
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※平成25年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

 政策評価に関する統一研修（地方研修）の実
施業務の請負及び政策評価に関する統一研修
（中央研修）の運営業務の請負。 

 次期行政相談総合システムの設計・開発等作
業の請負、政策評価ポータルサイトの検索機能
向上の請負等。 

 行政相談制度、政策評価等に関する調査研

究の実施等。 

【一般競争入札等】 

【一般競争入札等】 

【一般競争入札等】 

【一般競争入札等】 

 各種研修、研究会等の謝金、旅費。 

その他の 
役務契約等 

各種報告書等の印刷製本、行政評価局資料デジ
タル化の請負、広報用ポスターの作成、印刷物
等の梱包発送、行政相談活動などの実施。 

総務本省 
157百万円 

 A.民間会社等（２者） 
８百万円 

B.民間会社（４者） 
93百万円 

C.民間会社等(３者) 
16百万円 

D.民間会社等（40者） 
29百万円 

E.民間有識者等 
３百万円 

 

研 修 

システム 

調査研究 

謝金等 
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諸謝金、
委員等旅費

各種研修、研究会等出席謝金、研究会等出
席旅費

0.2

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.(財)行政管理研究センター【研修】 E.民間有識者等【謝金等】

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

研修実施費
研修の実施に係る講師謝金、講師招へい旅
費、人件費など

4.6

計 4.6 計 0.2

B.富士通(株)【システム】 F.職員【職員旅費】

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

ｼｽﾃﾑ改修費
次期行政相談総合システムの設計・開発等作
業の請負

79.5 職員旅費 職員出張旅費 0.4

ｼｽﾃﾑ改修費
行政相談総合システムの保守・運用業務の請
負

10.2

計 89.7 計 0.4

C.(株)博報堂【調査研究】

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

調査研究費
行政相談制度及び行政相談委員制度の周知状
況等を踏まえた広報活動の展開方策に関する
調査研究の請負

8.4

計 8.4 計 0

D.(株)明祥【その他の役務契約等】

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

印刷製本費
租税特別措置等に係る政策評価の点検結果の
印刷製本　等

3.6

（注）総務省と各支出先の合計は、四捨五入の関係で一致しない場合がある。 

 行政評価・監視、行政相談活動等に 

 係る出張旅費。 

F.職員 
 ９百万円 

職員旅費 
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計 3.6 計 0
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支出先上位１０者リスト

A.民間会社等【研修】

B.民間会社【システム】

C.民間会社等【調査研究】

D.民間会社等【その他の役務契約等】

2 新日本有限責任監査法人
スウェーデンにおける規制影響評価の動向及び評価の質の確保に関する調査研究の請負【一般（評価）】
7,035,000円 7.0 1 91.5%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （財）行政管理研究センター 平成25年度政策評価に関する統一研修（地方研修）の実施業務の請負【一般(価格）】4,620,000円 4.6 4 83.0%

2
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル
ティング(株)

政策評価に関する統一研修（中央研修）の運営業務の請負について【随（企画）】3,150,000円 3.2 3 100%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 (株)ＩＳＴソフトウェア 各行政機関の政策評価関連情報における検索機能の向上等に必要な作業の請負【随（少）】987,000円 1.0 随意契約 －

1 富士通(株) ①次期行政相談総合システムの設計・開発等作業の請負【一般（価格）】79,485,000円
②行政相談総合システムの保守・運用業務の請負【随(公募）】10,185,000円 89.7 2 100%

2 東京センチュリーリース（株） ①行政相談総合システム用サーバー一式の借入（再リース）【随】1,421,760円
②行政相談総合システム用ソフトウェア等の借入【一般（価格）】301,992円 1.7 1 83.6%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）博報堂
行政相談制度及び行政相談委員制度の周知状況等を踏まえた広報活動の展開方策に関する調査研究の請
負【一般（評価）】8,400,000円 8.4 4 93.6%

3 （株）まこと印刷

①特別の法律により設立される民間法人等の指導監督に関する行政評価・監視　結果報告書【随（少）】
638,400円
②平成25年度政策評価に関する統一研修参考資料集の印刷製本【随（少）】588,000円
③農地公共事業に関する行政評価・監視　結果報告書【随（少）】411,600円
④ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策評価書【随（少）】393,750円
⑤科学研究費補助金等の適正な使用の確保に関する行政評価・監視　結果報告書【随（少）】286,650円
⑥高齢者の社会的孤立等に関する行政評価・監視　結果報告書【随（少）】286,650円
⑦農地公共事業に関する行政評価・監視　結果に基づく勧告【随（少）】134,400円
⑧ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策評価書　要旨【随（少）】99,225円
⑨科学研究費補助金等の適正な使用の確保に関する行政評価・監視結果に基づく勧告【随（少）】91,875円
⑩高齢者の社会的孤立等に関する行政評価・監視　勧告【随（少）】82,950円
⑪平成25年度政策評価に関する統一研修テキスト【随（少）】67,200円
⑫公共事業に係る政策評価の点検結果【随（少）】64,102円

3.1 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）明祥

①租税特別措置等に係る政策評価の点検結果の印刷製本【随（少）】1,252,440円
②平成24年度　政策評価等の実施状況及びこれらの結果の政策への反映状況に関する報告【随（少）】
999,810円
③外国人の受入れ対策に関する行政評価・監視　結果報告書【随（少）】546,000円
④外国人の受入れ対策に関する行政評価・監視に基づく勧告【随（少）】210,000円
⑤刑務所出所者等の社会復帰支援対策に関する行政評価・監視　結果報告書【随（少）】166,320円
⑥農地の保全及び有効利用に関する行政評価・監視　結果報告書【随（少）】157,920円
⑦評価・監査中央セミナー　テキスト　印刷製本【随（少）】147,420円
⑧刑務所出所者等の社会復帰支援対策に関する行政評価・監視　結果に基づく勧告【随（少）】68,880円
⑨農地の保全及び有効利用に関する行政評価・監視　勧告【随（少）】56,280円

3.6 随意契約 －

9 （株）ダイナモ 平成25年度行政相談周知用ポスターデザインの製版作成【随（企画）】997,500円 1.0 14 99.8%

6 （株）五月商会 ①行政相談委員意見【随（少）】785,400円
②行政相談　英語パンフレット【随（少）】598,500円 1.4 随意契約 －

7 （有）東北工芸製作所 行政相談委員総務大臣表彰副賞の調達（玉虫塗）【随（少）】1,054,200円 1.1 随意契約 －

8 日本評価学会
①平成25年度資格取得研修（評価士）の実施に係る経費について【随】919,260円
②日本評価学会　年会費【随】100,000円
③日本評価学会　参加費【随】12,000円

1.0 随意契約 －

5 （株）京王プラザホテル 平成25年度行政相談委員総務大臣表彰に係る会場借上げ等の請負【一般（価格）】1,723,921円 1.7 2 89.9%

4 （株）三州社

①行政相談委員苦情事案報告等の印刷製本【随（少）】890,820円
②行政相談記録簿等【随（少）】417,427円
③行政相談委員関係物品　梱包発送【随（少）】218,400円
④医療安全対策に関する行政評価・監視　結果報告書【随（少）】172,725円
⑤行政相談委員関係物品　梱包発送【随（少）】189,000円
⑥申請手続に係る国民負担の軽減等に関する実態調査結果報告書【随（少）】162,750円
⑦医療安全対策に関する行政評価・監視　結果に基づく勧告【随（少）】95,550円
⑧平成２５年度行政相談委員総務大臣表彰予定経費について総務大臣表彰状への受賞者氏名の揮毫【随
（少）】72,030円
⑨申請手続に係る国民負担の軽減等に関する実態調査結果に基づく勧告【随（少）】47,250円
⑩平成２５年度行政相談委員総務大臣表彰予定経費について案内状、封筒への揮毫【随（少）】45,276円
⑪総務大臣表彰　案内書　等【随（少）】36,960円

2.3 随意契約 －

2 （株）マイクロフィッシュ
①行政評価局調査資料のデジタル化作業の請負【一般（価格）】2,601,900円
②行政評価局調査資料デジタル化（マイクロフィッシュのPDF化）作業請負【随（少）】741,132円 3.3 3 60.9%



（別紙１） 

＜行政評価局調査のフォローアップ実績（平成23～25 年度）＞ 

目次 

（平成23年度） 

○ 外国人が快適に観光できる環境の整備に関する政策評価 ・・・ １ 

○ 配偶者からの暴力の防止等に関する政策評価 ・・・ ２ 

○ 世界最先端の「低公害車」社会の構築に関する政策評価 ・・・ ３ 

○ 契約における実質的な競争性の確保に関する緊急実態調査

―物品調達を中心として― ・・・ ４ 

○ 社会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視

－道路橋の保全等を中心として－ ・・・ ５ 

○ 薬物の乱用防止対策に関する行政評価・監視

―需要根絶に向けた対策を中心として― ・ ・ ・ ６ 

○ 雇用保険二事業に関する行政評価・監視 ・・・ ７ 

○ 在外公館に関する行政評価・監視  ・・・ ８ 

○ 国の行政機関の法令等遵守（会計経理の適正化等）に関する調査 ・・・ ９ 

（平成24年度） 

○ 気象行政評価・監視 ・・・ 10 

○ 貸切バスの安全確保対策に関する行政評価・監視   ・ ・ ・ 11 

○ 製品の安全対策に関する行政評価・監視 ・・・ 12 

○ 食品表示に関する行政評価・監視―監視業務の適正化を中心として―  ・・・ 13

○ 職員研修施設に関する調査 ・・・ 14 

○ ホームページのバリアフリー化の推進に関する調査  ・・・ 15 

（平成25年度） 

○ バイオマスの利活用に関する政策評価  ・・・ 16 

○ 食品流通対策に関する行政評価・監視

－食品の流通部門の構造改善に係る事業を中心として－ ・・・ 17 

○ 社会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視 ・・・ 18 

○ 検査検定、資格認定等に係る利用者の負担軽減に関する調査 ・・・ 19 

（注） 各年度において２回目のフォローアップを実施したテーマ。 



「外国人が快適に観光できる環境の整備に関する政策評価」の結果に基づく勧告に伴う 

政策への反映状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

 
 
 

１ 評価概要 

総務省は、「外国人が快適に観光できる環境の整備」に関する政策が、総体としてどの程度効果を上げているかなどの総

合的な観点から評価を実施し、評価結果を踏まえ、国土交通省及び法務省に対し、下記のような事項を勧告 

この勧告に対し、１回目のフォローアップ以降、両省がどのような政策への反映を講じたか、その結果を公表するもの 

２ 主な勧告事項及び関係省が講じた政策への反映状況 

 (1)  ＶＪＣ事業の効果的・効率的な実施（国土交通省） 

 

１ ＶＪＣ事業の広域化、複合化を推進するため、

より戦略的に実施 

２ ＶＪＣ事業の選定に当たって勘案すべき要素を

明確化した上で、成果が期待できる国内地域を事

業対象地域として選定 
（注）ＶＪＣ：ビジット・ジャパン・キャンペーン（訪日

促進キャンペーン） 

 

平成22年度及び23年度事業実施方針において、①市場ご

との特性を踏まえたマーケット志向の事業であること、②広

域での事業構築・展開が図られていること、③事業の総合化

が図られていること等の基準を設け、引き続き事業の戦略的

な実施に努力 

（2） 出入国手続の円滑化（法務省） 

 

 審査ブース及び入国審査官の配分（配置）が最適

であるかを更に検証し、その上で入国審査の待ち時

間を短縮するために一層の機動的な運用を実施 

 

平成22年度から、出入国手続に関する案内員（審査ブース

コンシェルジュ）を地方空海港へも拡大して配置し、審査場

入口での乗客の振り分け、バイオ機器操作の補助（注）等を行

い、入国手続を円滑化（時間短縮） 

（注）上陸審査を受ける外国人に対し個人識別情報取得に係る機器の操

作説明等を行うこと。 

(3) 外国人旅行者に対する接遇の向上（国土交通省） 

 

１ 国際観光の振興に寄与することを目的とする国

際観光ホテル整備法に基づく登録ホテル・旅館の

一部において、外国語による接遇を行っていない

原因を分析し、当該登録制度を有効に機能させる

ための必要な措置を実施 

２ 通訳案内士の活動機会の拡大が不十分となって

いる原因を分析し、通訳案内士の活動機会が一層

拡大されるような施策を検討 

 

１ 検討会を開催し、平成22年３月に、円滑なコミュニケー

ションの実現等の今後の取組の方向性等を取りまとめ。 

平成22年度は、ホテル・旅館の従業員を対象に、訪日中

国人旅行者を迎えるに当たっての基礎的な知識・スキルを

習得するためのセミナー等を実施 

２ 検討会における検討結果を踏まえ、有償ガイドを通訳案

内士以外にも認めることについて、今国会提出の総合特別

区域法案の成立後、これに基づき、できるだけ早期に措置

平成 23 年５月 20 日
総 務 省 行 政 評 価 局

【勧告先】国土交通省、法務省 【勧告日】平成21年３月３日 
【回答日】国土交通省：平成21年９月２日、法務省：平成21年９月１日 
【２回目の回答日】国土交通省：平成23年４月25日、法務省：平成23年４月22日

※ 政策評価の要旨及び評価書は、総務省ホームページに掲載しています。 

勧告事項 回答

勧告事項 

勧告事項 

回答

回答

平成21年３月の勧告に対し、関係省が講じた措置を公表するもの 

 国土交通省では、本政策に関し、今回の東日本大震災を踏まえ、復興に併せた観光振興への取組を積極的に進めていくことと

している。 
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平成 23 年５月 27 日 

総務省行政評価局 

「配偶者からの暴力の防止等に関する政策評価」の結果に基づく勧告に伴う 

政策への反映状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

【勧告先】内閣府、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省、国土交通省 

【勧告日】平成 21 年５月 26 日、【回答日】平成 21 年 11 月 16 日～11 月 26 日 

【２回目の回答日】平成 23 年５月６日～５月 12 日 

１ 評価概要 

 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための政策について、総体としてどの程度効果を

上げているかなどの総合的な観点から評価を実施し、その結果に基づき、下記２①、②等につい

て勧告 

 この勧告に対し、１回目のフォローアップ以降関係６府省がどのような政策への反映を講じた

か、その結果を公表するもの 

２ 主な勧告事項及び関係府省が講じた政策への反映状況 

① 通報及び相談の効果的な実施の推進

② 被害者の保護及び自立支援の充実

その他、子どもの就学、住民基本台帳の閲覧等の制限、関係機関の連携の推進等について勧告 

※ 政策評価の要旨及び評価書は、総務省ホームページに掲載しています。 

回答 

平成 23 年２月から、全都道府県・市町村を対象とし

て、相談の受付体制、窓口開設状況等に関する調査を

実施。今後、同調査の結果を踏まえ、都道府県・市町

村における相談対応の強化を促進していく予定 

勧告事項 

配偶者からの暴力に関する通報及び相

談件数の動向を的確に把握するため、市

町村等が受け付けた相談件数についても

把握に努めること（内閣府）

勧告事項 

１ 被害者の就業促進施策の効果を測定

する指標を設定し、定期的にその実績

を把握すること（厚生労働省）

２ 被害者の公営住宅への優先入居等の

措置を講じていない都道府県等に対

し、住宅事情等を勘案しつつ、当該措

置を導入するよう要請すること（国土

交通省）

回答 

１ ＤＶ被害者に対する就業支援の状況について、平

成 21 年度以降、厚生労働本省に定期的に報告。その

実績は下表のとおり 

表 ＤＶ被害者に対する支援実績 

区 分 21 年度下半期 22 年度上半期

新規求職件数 328 件 351 件

就職件数 133 件 123 件
公共職業訓練受講
あっせん件数 28 件 30 件
基金訓練受講勧奨
通知書交付件数 22 件 42 件

(注)「基金訓練」は、雇用保険を受給できない離職者（受給
終了者を含む。）に対して、専修・各種学校、教育訓練
企業などが、中央職業能力開発協会により計画の認定を
受けて行う職業訓練（平成 21 年創設） 

２ 引き続き、都道府県等に対して要請を実施。その

結果、下表のとおり、優先入居等が増加 

表 ＤＶ被害者の公営住宅への優先入居等の実施 
状況（都道府県、政令市） 

区 分 平成 20 年 21 年 22 年 

優先入居 380 戸 428 戸 507 戸

単身入居 72 戸 104 戸 98 戸

目的外使用 10 戸 110 戸 143 戸
(注)20 年と 22 年は 12 月１日現在、21 年は 11 月１日現在 
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「世界最先端の「低公害車」社会の構築に関する政策評価」の結果に基づく勧告に伴う 
政策への反映状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

【勧告先】総務省、経済産業省 【回答日】総務省 ：（１回目）平成22年３月25日 （２回目）平成23年５月25日 

国土交通省、環境省 経済産業省：（１回目）平成22年３月29日 （２回目）平成23年５月31日 

  国土交通省：（１回目）平成22年３月26日 （２回目）平成23年５月27日 

【勧告日】平成21年６月26日 環境省  ：（１回目）平成22年３月26日 （２回目）平成23年５月27日 

１ 調査概要 
総務省は、平成16年度から総務省、経済産業省、国土交通省及び環境省が政策群として実施している「世界最先

端の「低公害車」社会の構築に関する政策」について、総体としてどのような効果を上げているかなどの総合的な
観点から評価を実施 
「平成22年度までに、実用段階にある低公害車（※）をできるだけ早期に1,000万台以上普及」という政策目標は、

平成17年度に達成しており、運輸部門におけるＣＯ２排出量削減等に一定の成果 
他方、次のような課題あり、評価結果を踏まえ、関係省に対し、下記のような事項を勧告 

・ 政策目標の達成は、主として低燃費かつ低排出ガス認定車の保有台数の増によるもの。低燃費かつ低排出ガス
認定車は技術的に１台当たりのＣＯ２、ＮＯｘ・ＰＭの削減量に限界 

・ 一方、他の低公害車等には、ＣＯ２排出量等が少ないなどの長所がある反面、車両価格が高いなどの課題あり。
また、それぞれの開発・実用化の段階に差 

・ 政策目標とその実現手段は、低公害車等ごとの特性、関連する技術開発の動向等を踏まえ、効果的かつ効率的
で実効性のあるものとすることが必要 
この勧告に対し、１回目のフォローアップ以降、関係省がどのような政策への反映を講じたか、その結果を公表

するもの 
（※） 実用段階にある低公害車とは、天然ガス（ＣＮＧ）自動車、電気自動車、ハイブリッド自動車、メタノール自動車及び低燃費かつ低排出ガス認

定車をいう。 

２ 主な勧告事項及び関係省が講じた政策への反映状況 

世界最先端の「低公害車」社
会の構築に関する政策につい
て、より効果的かつ効率的で実
効性のあるものとするため、低
炭素社会の実現等環境政策や
エネルギー政策の方向性を踏
まえ、政策目標を含め政策体系
を再構築すること。  
その際には、 

① 低公害車等ごとの特性等
を踏まえ、事務・事業の重点
的な実施等について、関係省
が連携・協力して検討するこ
と。  

② 特に電気自動車及び燃料
電池自動車に関する事務・事
業については、より効果的で
実効性のあるものとするこ
と。  

③ 実施する施策については、
あらかじめ適切な指標を設
定した上で、定期的に見直し
を行うこと。 

 平成21年９月の国連気候変動首脳会議等において、我が国の温室効果ガス
排出量を2020（平成32）年までに1990（平成２）年比で25％削減するとの目
標を表明。 
次世代自動車等（※１）の普及は、温室効果ガス排出量を削減するための方

策の一つであり、平成22年６月18日に閣議決定された「新成長戦略」及び「エ
ネルギー基本計画」において、乗用車の新車販売台数に占める次世代自動車
の割合を、2020（平成32）年までに最大で50％、2030（平成42）年までに最
大で70％とすること、先進環境対応車（ポスト・エコカー）（※２）について、
2020（平成32）年において乗用車の新車販売に占める割合を80％とすること
等の目標を設定。 
 現在、関係省では、「エネルギー基本計画」等に基づき、次世代自動車等の
普及促進を図るため、低公害車等ごとの特性等を踏まえ、電気自動車、プラ
グインハイブリッド自動車及びクリーンディーゼル自動車の導入費用の一部
並びに充電設備等の設置費用の一部補助、燃料電池自動車・水素供給インフ
ラの本格的な実用化等を見据えた研究開発等、自動車重量税及び自動車取得
税の減免措置などの取組を実施。 
これらの普及促進策については、事業の実施状況等を踏まえつつ、その実

現手段の見直し、定期的な効果測定の方法とそのための指標を設定。 

（※１） 次世代自動車とは、ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃

料電池自動車、クリーンディーゼル車、ＣＮＧ自動車等をいう。 

（※２） 先進環境対応車（ポスト・エコカー）とは、次世代自動車及び将来において、その時点の技

術水準に照らして環境性能に特に優れた従来車をいう。 

平成２３年６月 10 日
総 務 省 行 政 評 価 局

※ 政策評価の要旨及び評価書は、総務省ホームページに掲載しています。 

勧告事項 回答 
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「契約における実質的な競争性確保に関する緊急実態調査－物品調達を中心として－」の結果に 
基づく大臣通知に対する各府省の改善措置状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

１ 調査概要 

   総務省は、各府省における契約の競争性確保の徹底を図る観点から、物品調達に係る一般競争契約において実質的

な競争性が確保されていないと疑われるような実態、問題点等を明らかにするため緊急に調査を実施し、平成21年11

月30日に全府省（17府省）に対し、調達物品の性能仕様の適切化など、今後取り組むべき課題について通知 

この総務大臣通知に対し、全府省が講じた改善措置のその後の状況を公表するもの 

２ 主な指摘事項及び各府省が講じた改善措置状況 

(1) 調達物品の性能仕様の適切化 

・ 調達物品に求める性能等を仕様書に定めるときは、外

部有識者等の幅広い意見聴取、審査委員会等での検討を

行うなど、調達要求部署や会計担当部署以外の意見を可

能な限り反映させるようにすべき。（４府省14件） 

・ 入札前に性能審査を実施する場合には、その実施方法、

審査基準等を入札説明書等に具体的に示し、事業者に周

知すべき。（１府省１件） 

・ 各府省に設置された契約監視委員会、予算監視・効率

化チーム等において、調達物品の性能仕様について、事

前又は事後に審査、点検を実施（全府省） 

・ 契約担当職員や新任職員を対象とした研修においてケ

ーススタディ等を実施（１府省） 

（2） 政府調達における仕様書案に対する意見招請等の手続の遵守 

内外の供給者による市場参入機会の拡大が図られ、実

質的な競争性が十分に確保されるよう、政府調達に係る

案件については、「政府調達に関する協定」、「物品に係る

政府調達手続について（運用指針）」等の手続の遵守を徹

底すること（２府省５件） 

 

・ 会計担当職員向けの研修等において、政府調達に関す

る手続を周知徹底（４府省） 

・ 政府調達に係る手続の運用状況について、内部監査の

重点項目化（１府省） 

(3) 予定価格の適切な設定 

予定価格については、情報収集等に要するコストを勘案

しつつ、市場価格、他機関の契約金額等の情報を幅広く収

集し、それらを比較・検討した上で、設定すること（７府

省10件） 

 各府省に設置された契約監視委員会等において、予定価

格の積算方法等について、事後点検を実施（13府省） 

(4) その他の問題点等 

① 競争性が十分に確保されるようにするため、過度の制

約とならないよう「官庁の受注実績」等の競争参加資格

を見直すべき。（５府省86件） 

② 契約の透明性を確保するため、政府として取り組むこ

ととされている契約に係る情報の公表を更に徹底する

必要がある。（３府省７機関） 

① 各府省に設置された契約監視委員会等において、競

争入札等の参加に係る条件等について、事前又は事後

点検を実施（15府省） 

② １件100万円以上の支出案件について、インターネッ

ト専用サイトを通じた検索を可能とするとともに、予定

価格を原則公表（１府省） 

平成 23 年８月 31 日
総 務 省 行 政 評 価 局

【通知先】全府省（17府省） 【１回目の回答日】平成22年５月28日～６月８日 

【通知日】平成21年11月30日 【２回目の回答日】平成23年８月５日～８月12日    

※指摘事項及び結果報告書は、総務省ホームページに掲載しています。

指摘事項 措置状況

指摘事項 

指摘事項 

措置状況

措置状況

指摘事項 措置状況

 全府省が総務大臣通知に基づき、引き続き、公共調達における一層の競争性・透明性の確保に向けた取組を推進。個別

の指摘、課題に対する各府省の改善措置は、以下のとおり。 

なお、大臣通知において指摘した11府省123件の個別事例は、全て１回目のフォローアップまでに改善措置済み。 
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「社会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視－道路橋の保全等を中心として－」 
の結果に基づく勧告に対する改善措置状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

 

     

１ 調査概要 
総務省は、社会資本のうち道路橋、農道橋及び林道橋の効率的な維持管理の推進及び安全性・信頼性の確保を図る

観点から、調査を実施 
調査の結果、①ライフサイクルコストの縮減効果の把握が不十分、②定期点検・補修等の実施が不十分、③橋梁の

維持管理に必要な基礎データの整備が不十分などの課題がみられ、平成22年２月５日、国土交通省及び農林水産省に
対して、その改善措置について勧告 
この勧告に対し、国土交通省及び農林水産省が講じた改善措置のその後の改善状況を公表するもの 

２ 主な勧告事項及び各省が講じた改善措置状況 
(1) 橋梁アセットマネジメントの取組（長寿命化対策）の推進 

 

（国土交通省） 

① 直轄道路橋の中長期的なライフサイクルコストの最小化

を図るため、橋梁マネジメントシステムの高度化を図るこ

と 

② 長寿命化修繕計画の策定を推進するため、引き続き地方

公共団体に対する講習会等を開催すること 

（農林水産省） 

① 農道橋について、ライフサイクルコストの縮減を図る観

点から、地方公共団体に対して、予防保全的な維持管理の

有効性に係る周知等を行い、農道保全対策事業（点検診断

事業）の活用の促進を図ること 

② 林道橋について、地方公共団体等とともに、ライフサイ

クルコストの縮減に向けた管理手法の導入を検討すること 

 

（国土交通省） 

① ライフサイクルコストの最小化を図るため、将来の橋梁

状態を予測し、今後必要となる維持管理費及び橋梁の健全

度を推計するシステムを開発中 

② 引き続き、長寿命化修繕計画の策定に関する講習会を開

催 

（農林水産省） 

① 農道橋について、都道府県等と意見交換を実施し、農道

保全対策の現状と課題を把握。また、保全対策計画を充実

するための手法等を整理し、地方公共団体に対し情報提供 

② 林道橋について、市町村等に対し、点検・補修等が体系

的かつ適正に実施されるよう依頼。また、先進的な地方公

共団体における林道橋のライフサイクルコスト縮減の算定

例等を情報提供 

(2) 橋梁の安全性及び信頼性の確保 

 

（国土交通省） 

① 地方公共団体と連携し、橋梁のデータベース化などの検

討を行った上で必要な情報の共有化を図ること 

② 地方公共団体に対し、ⅰ）点検方法、損傷に関する知識

の習得などの技術支援を行うこと、ⅱ）国土交通省と鉄道

事業者との間で定期点検等の実施における基本的ルールを

定めるなど、必要な調整を行うこと 

（農林水産省） 

農道橋及び林道橋について、ⅰ）台帳の整備方法、点検手

法等を検討すること、ⅱ）地方公共団体が点検及び補修等を

円滑に実施できるよう必要な情報を提供すること 

 

（国土交通省） 

① 全国統一の橋梁データベースの構築に向け、システムを

設計し、地方整備局等において試行運用中 

② 引き続き、点検方法、損傷に関する知識の習得等のため

の講習会を開催。引き続き、基本的なルールを定めるため

の調整を実施し、新幹線と交差する橋梁の点検を推進 

（農林水産省） 

① 農道橋について、点検方法や保全対策などの実施事例を

収集し、地方公共団体に対し情報提供 
② 林道橋について、市町村等に対し、維持管理を体系的か

つ適切に実施するよう依頼。併せて、林道橋の点検内容・

頻度、点検・補修等の履歴を記載するための「林道橋カル

テ」を作成し、周知 

〈参考〉地方公共団体が管理する道路橋の長寿命化修繕計画の策定率及び点検の実施率の推移(橋梁ベース) 

 
 
 

 

 

 

(注) 国土交通省資料に基づき、当省が作成した。

平成 23 年 12 月 13 日 
総務省行 政評価局 

【１回目の回答日】平成22年10月４日、７日 
【２回目の回答日】平成23年12月２日、８日 

【勧告先】国土交通省、農林水産省 
【勧告日】平成22年２月５日 

※ 勧告及び結果報告書は、総務省ホームページに掲載しています。 

勧告事項 

勧告事項 

41% 
51% 

71% 
83% 

11% 
24% 

42% 
53% 

0%

25%

50%

75%

100%

H20.4 H21.4 H22.4 H23.4

点検実施率 

長寿命化修繕

計画策定率 

（注）橋梁の点検の実施状況。国土交通省資料による 

その後の改善状況 

その後の改善状況 
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「薬物の乱用防止対策に関する行政評価・監視－需要根絶に向けた対策を中心として－」 

結果に基づく勧告に対する改善措置状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

 

 

Ⅰ 調査概要 
昨今の薬物乱用の状況を踏まえ、再乱用防止対策や事前防止対策など需要根絶に向けた対策の実施状況を調査し、

①初犯の薬物事犯者に対する再乱用防止対策の推進、②刑事施設（刑務所、少年刑務所及び拘置所）における薬物依
存離脱指導の徹底、③矯正施設及び保護観察所の連携の強化、④薬物依存症者、その家族等に対する支援の推進、⑤
学校における事前防止対策の推進などを内閣府、国家公安委員会(警察庁)、法務省、文部科学省、厚生労働省に勧告 
この勧告に対し、各府省が講じた改善措置のその後の状況を公表するもの 

Ⅱ 主な勧告事項及び関係府省が講じた改善措置状況 
１ 再乱用防止対策の推進 
(1)  初犯の薬物事犯者に対する再乱用防止対策の推進 

・ 刑事施設又は留置施設に勾留されている薬物事
犯容疑の未決拘禁者に対する各種資料の配布・貸
与など希望を前提とした援助、初犯の薬物事犯者
に対する再乱用防止対策の取組の実施など、未決
拘禁の段階からの取組について検討（国家公安委
員会（警察庁）、法務省、厚生労働省） 

・ 再乱用防止対策用のパンフレットを作成し、即決裁判
手続等により執行猶予判決が見込まれる者等に対して未
決勾留期間中に閲覧させ又は配布するとともに、全都道
府県警察の留置施設に備付け（国家公安委員会（警察庁））

・ 未決拘禁者を収容する全刑事施設（69）に、2,653冊の
薬物事犯容疑の未決拘禁者用書籍の整備等（法務省） 

・ 地方厚生局麻薬取締部において、初犯の薬物事犯者に
対し、再乱用防止対策プログラムを開始（厚生労働省）

（2）刑事施設における薬物依存離脱指導の徹底 

・ Ａ指標受刑者について、刑事施設又は保護観察
所の少なくともいずれかの機関における再乱用防
止に関する指導の実施の確保（法務省） 

・ 刑事施設（78）（薬物依存離脱指導実施庁）に、平成23
年度から、薬物事犯者処遇カウンセラーを配置し、また、
教育専門官36名の増員等により、刑事施設における薬物
依存離脱指導を推進 
※ 刑事施設におけるＡ指標受刑者に対する薬物依存離脱指導実施率 

平成20年出所者74.2％ （調査対象７刑事施設） 

⇒ 22年度出所者84.4％（78刑事施設）

（3）矯正施設及び保護観察所の連携の強化 

・ 刑事施設における処遇結果等、共有すべき情報
内容の検討・整理、情報提供の仕組みの見直し（法
務省） 

・ 仮釈放されるＡ指標受刑者のうち刑事施設で薬
物依存離脱指導が受けられなかった者について、
保護観察所において薬物の再乱用防止に関する指
導を受けることができるようにすること（法務省）

・ システム上での情報共有の方策、共有すべき処遇内容
等について協議・検討を実施（新たなシステムは平成 24
年度から稼働予定） 

・ 薬物事犯者全般を対象とする社会内処遇における専門
的処遇プログラムを開発中（平成24年度から試行予定）。
また、施設内処遇と社会内処遇の一貫性を考慮した処遇
教材を、矯正局及び保護局で共同開発予定 

（4）薬物依存症者、その家族等に対する支援の推進 

・ 治療プログラムの確立、治療・支援の体制の充
実、治療プログラムに関する情報の共有化（厚生
労働省） 

・ 精神保健福祉センターによる家族教室の開催を
支援するため、都道府県及び政令指定都市に対し、
家族教室の開催方法等の情報提供（厚生労働省）

・ 厚生労働科学研究において薬物依存症の治療プログラ
ムの効果について検証中。研究状況をホームページに掲
載し、地方公共団体等に対し情報提供 

・ 薬物中毒対策連絡会議において、家族教室の開催や個
別相談の活用に関する効果的事例の情報提供を実施 

２ 学校における事前防止対策の推進 

・ 中学・高校における薬物乱用防止教室の実施の
徹底を図るための具体策の実施（文部科学省） 

・ 大学等における先進的な薬物乱用防止の取組事
例の把握・情報提供の充実（文部科学省） 

・ 薬物乱用防止教育の充実強化のため、平成23年度末に
全国の高等学校等に薬物乱用防止啓発ＤＶＤを配布予定

※  小・中・高等における薬物乱用防止教室の実施率 

平成20年度47.0％ ⇒ 22年度：69.3％ 

・ 啓発パンフレット等の配布、大学等の学生支援担当職
員を対象とした研修会等での指導等を実施 

※ 大学における入学時のガイダンスを活用した指導の実施率 

平成20年度38.1％ ⇒ 22年度：81.8％

平成２４年１月 10 日
総 務 省 行 政 評 価 局

【勧告日】平成22年３月26日 

【勧告先】内閣府、国家公安委員会（警察庁）、法務省、文部科学省、厚生労働省 

勧告事項 

勧告事項 

勧告事項 措置状況

勧告事項 

※ 勧告及び結果報告書は、総務省ホームページに掲載しています。 

勧告事項 

【１回目の回答日】平成22年９月27日～10月６日 

措置状況

措置状況

措置状況

措置状況

【２回目の回答日】平成23年12月12日～12月19日 
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平成 24 年１月 25 日 

総 務 省 行 政 評 価 局 

「雇用保険二事業に関する行政評価・監視」の結果に基づく勧告に  

対する改善措置状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント）

【勧告先】厚生労働省 【１回目の回答日】平成 22年 12月 13日 

【勧告日】平成 22年１月 22日 【２回目の回答日】平成 24年１月 18日 

１ 調査概要 

総務省は、雇用保険二事業（雇用安定事業と能力開発事業）の一層の効果的・効率的な実施の推進、

利用者の利便性の一層の向上等を図る観点から調査を実施 

調査結果を踏まえ、①事業実績が低調、②添付書類が過大など申請者の負担となっている、③職業

相談員の業務の実績が低調などの課題がみられ、平成 22 年 1 月 22 日、厚生労働省に対して、その改

善措置について勧告 

  この勧告に対し、厚生労働省が１回目の回答後に講じたその後の改善措置状況を公表するもの 

なお、１回目の回答までに、事業実績が低調な事業の廃止、事業内容が類似する事業の整理・統合、

添付書類の簡素化等については措置済み 

２ 主な勧告事項及び厚生労働省が講じた改善措置状況 

(1) 事業の効果的・効率的な実施の推進 

(2) 職業相談員の配置の見直し 

(3) 施設等の設置の在り方の検討の推進 

※ 勧告及び結果報告書は、総務省ホームページに掲載しています。 

 

１ 利用者の利便性の観点も踏まえ、事業実績

に応じた職業相談員の配置を行うこと 

２ 職業相談員の統合（大くくり化）を検討す

ること、あるいは複数の事業を担当する職業

相談員を創設するなどにより、職業相談員の

在り方を見直すこと 

 

１ 季節労働者の就労支援を行う職業相談員

について、事業実績を踏まえ、平成 23 年度

には前年度から 10名削減 

２ 平成 23年度から、従来 76種類あった職業

相談員を機能別に 11 種類に大くくり化し、

同じ種類に属する各種職業相談員について

互いの業務に従事させることが可能となる

よう措置 

  

 

 パートバンクについて、平成 23 年度に９か

所を廃止し、一般求職者が多数見込まれる 25

か所をハローワークプラザに整理・統合 

 

 公共職業安定所付属施設のうち、業務内容が

類似し、共同で実施することが可能なものにつ

いては、施設の整理・統合を図ること 

勧告事項 

 

 （財）介護労働安定センターが行う介護雇用

管理制度等導入奨励金は平成22年度限りで廃

止、（財）21世紀職業財団が行う両立支援レベ

ルアップ助成金に係る事務は23年９月に都道

府県労働局に移管 

 

 助成金支出に関する業務を財団法人が実施

しているものについて、その実態を踏まえ予算

縮減等の措置を講じること 

その後の改善状況 勧告事項 

その後の改善状況 

その後の改善状況 勧告事項 
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平成 24年３月 13日 

総務省行政評価局 

「在外公館に関する行政評価・監視」の結果に基づく勧告に対する 

改善措置状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

【勧告先】外務省       【１回目の回答日】平成 22年 12月 10日 

【勧告日】平成 22年５月７日 【２回目の回答日】平成 24年 ２月 16日 

１ 調査概要 

外務省は、平成 19年度から 21年度までの間に、毎年４ないし６大使館を設置するなど在外公館の整

備を推進。他方、在外公館の維持・運営に関する経費について、平成 21年 11月の行政刷新会議の事業

仕分けで「見直しを行う」との評価結果 

  このような状況を踏まえ、近年設置された在外公館の設置後の状況変化、業務の実施体制及び実施状

況等を調査し、①在外公館の見直しの計画的な推進、②業務の実施体制の見直し及び業務の効率的・効

果的な実施等について勧告 

  この勧告に対し、外務省がどのような改善措置を講じたか、２回目のフォローアップ結果を公表する

もの 

２ 主な勧告事項及び外務省が講じた改善措置状況 

① 在外公館の見直しの計画的な推進

 

 

 

② 業務の実施体制の見直し及び業務の効率的・効果的な実施

 

 

※ 勧告及び結果報告書は、総務省ホームページに掲載しています。 

２回目のフォローアップ結果 

１ 勧告を踏まえ、次のとおり、在外公館の設置の見直

しを実施 

平成 23年度：５在外公館（在ジャカルタ総領事館、

在マニラ総領事館、在ポートモレスビ

ー総領事館、在リマ総領事館、在ロン

ドン総領事館）を廃止 

平成 24年度：２在外公館（在ポートランド総領事館、

在ハンブルク総領事館）を廃止予定 

２ 在済州総領事館及び在ユジノサハリンスク総領事館

は、平成 23年度に各２人の定員を合理化 

勧告事項 

１ 当省の調査結果も踏まえて、在外公館の

見直しを計画的に推進。その際、新設在外

公館は、一定期間経過後に設置効果を測

定、他の在外公館は、社会経済情勢の変化

等を踏まえ、その役割や業務の実施体制を

見直し

２ 在済州総領事館及び在ユジノサハリン

スク総領事館は、設置後の社会経済情勢の

変化を踏まえ、業務の実施体制を見直し

勧告事項 

１ 在外公館における欠員の発生状況やそ

れによる支障の有無を十分把握・検討し、

合理的な理由がないまま欠員が常態化し

ている場合は、速やかに定員を削減

２ 在外公館における広報文化業務の実施

体制及び実施状況を的確に把握・分析し、

他の在外公館に比べ実績が乏しい在外公

館に対しては、必要な指導を強化

２回目のフォローアップ結果 

１ 在外公館全体として、平成 23 年度に 70 人の定員合

理化等を行っており、24年度は 65人を合理化予定 

今後も在外公館における欠員の発生状況やそれによ

る支障の有無を把握・検討し、合理化が可能な在外公

館について、合理化を実施 

なお、欠員が常態化している５在外公館のうち３在

外公館について、平成 23年度に計５人の定員を合理化。

平成 24年度は、上記５在外公館のうち１在外公館につ

いて、１人合理化予定 

２ 広報文化交流定期報告書について、報告内容の充実

を図り、業務実施状況のより詳細な把握を実施 

報告内容の分析の結果、現地の政情不安等の特殊事

情により、積極的に事業を行い得ない一部の公館を除

く全ての公館において、前年度に比して事業実施件数

が増加するか、現地の事情に合わせた工夫ある取組を

実施 

- 8 -



平成 24年３月 13日 

総務省行政評価局 

「国の行政機関の法令等遵守（会計経理の適正化等）に関する調査」の結果に基づく 

勧告に対する改善措置状況（２回目のフォローアップ）等の概要（ポイント） 

【勧告先】全府省（17府省）  【１回目の回答日】平成 23年１月５日～２月１日 

【勧告日】平成 22年７月 13日 【２回目の回答日】平成 24年２月 14日～２月 22日 

１ 調査概要 

  平成 21 年３月に行った「国の行政機関の法令等遵守態勢に関する調査」の勧告のフォローア

ップ（当初平成 22年９月に予定）について、依然として国の行政機関等における不適正な会計

経理の指摘があることを踏まえ、これを６月に前倒するともに、各府省における不適正な会計経

理の防止対策の実施状況を追加調査 

調査結果に基づき、①法令等遵守態勢の改善の推進、②会計経理の適正化対策の推進等を勧告。

今回は、２回目のフォローアップ結果を公表するもの 

２ 主な勧告事項及び関係府省が講じた改善措置状況等 

① 国の行政機関の法令等遵守態勢に関する勧告事項の改善の推進

 

 

② 国の行政機関の会計経理の適正化対策の推進

※ 勧告及び結果報告書は、総務省ホームページに掲載しています。 

２回目のフォローアップ結果 

41 事項（14 府省）のうち 14 事項（10 府省）

については、前回回答時にすでに改善済み 

前回回答時に、一定の改善措置が採られていた

26 事項（13 府省）については、例えば、コンプ

ライアンス担当者ネットワークを組織し、意見交

換及び情報共有を行うなど、更なる改善措置が推

進 

前回回答時に、内部通報手段等の明確化につい

て検討中であった１事項（１府省）においては、

23年度内に内部規則を整備予定 

２回目のフォローアップ結果 

１ 前回回答時は７府省において、年度末におけ

る予算の適正な執行について職員に周知・徹底

しその意識改革を図るための会議、研修等を実

施。今回は 12 府省で会議・研修を実施（又は

予定） 

  また、全府省で予算監視・効率化チームによ

る予算執行計画が策定され、これに基づく予算

執行の進捗状況の把握・管理、年度末の評価を

徹底して実施 

２ ７府省のうち５府省は前回に引き続き補助

金に係る会計監査等を実施。残る２府省も、23

年度中に補助金に係る事項への会計監査を実

施（又は予定） 

３ ８府省のうち７府省は、前回回答時に監査手

法の充実を図っており、引き続き監査を実施。

残る１府省も内部監査マニュアルを作成し内

部監査を強化 

勧告事項 

平成 22年５月末時点で、国家公務員倫理

法関係（倫理に係る遵守事項の浸透度の定

期的な把握等）、セクハラ防止（研修等防止

対策の実施等）、内部通報制度（通報窓口の

周知等）、非違行為対応（量定基準の策定

等）、これら取組の定期的な検証・評価によ

る取組の強化に係る事項について、改善措

置を検討中であるなど、改善があまり進ん

でいないものが 41事項あり、改善を促進す

ることが必要（14府省）

勧告事項 

１ 各府省は、年度末の予算使い切りとい

う慣習を是正するため、「不要不急の物品

購入等は行わないこと。また、需要が必

ずしも明確でないにもかかわらず全額消

化すべきとの指示をしないこと」との政

府方針を踏まえた取組を徹底（全府省（17

府省））

２ 補助金に関して特段の不適正な会計経

理防止対策を講じていない府省は、必要

な対策を講ずること（７府省）

３ 内部監査（会計監査）においては、国

の行政機関が自ら執行する物品・役務の

公共調達における不適正な会計経理の問

題を重点的に監査することとし、その旨

を監査計画等に明確に定めるとともに、

監査手法を充実するなどにより、内部監

査（会計監査）を強化（８府省）
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「気象行政評価・監視」の結果に基づく勧告に対する改善措置状況 
（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

 

 

１ 調査概要 
気象庁における警報等の適時かつ的確な実施、業務の信頼性の向上及び組織・業務運営の効率化等並びに民間気象事

業者等の健全な発展を図る観点から調査を実施 
調査結果を踏まえ、①予測技術の精度向上等の一層の取組、②民間気象事業者に係る予報業務の範囲等、審査基準の

見直し、③空港出張所等の業務の合理化・効率化などの課題について勧告 
この勧告に対し国土交通省（気象庁）が講じた改善措置のその後の改善状況を公表するもの 

２ 主な勧告事項及び国土交通省が講じた改善措置状況 
(1)  防災気象情報の適時かつ的確な発表等 

 

１ 大雨警報等について、解析雨量（注）等の精度向
上の取組の一層の推進。発表の際の事前準備等の
徹底 

２ アメダス観測所等における観測環境の改善等に
係る対応基準等の明確化 

３ 緊急地震速報の高度化や仕組み・活用方法等の
周知啓発の一層の推進 

４ 遠方で発生した地震に対する津波警報等の精度
向上のため、改良後のシミュレーションシステム
の運用開始の早期化 

５ システム障害や人為的ミスの発生防止等、業務
信頼性向上対策のための取組事項について確実な
実施の徹底・指導 

（注） 解析雨量とは、雨量計と気象レーダーの観測結果を組

み合わせて１時間降水量の分布を求め、降雨の実態を把

握するもの 

 

１ 解析雨量の計算・処理手順（アルゴリズム）を改良し、
平成24年６月から導入。また、予報担当者等を対象とし
た予報技術検討会等を開催 

２ アメダス観測所周辺の観測環境が変化した場合の対応
方針を定め、官署に通知（23年11月） 

３ 多機能型地震計を23年度に16台設置し、24年度に更に
34台設置予定。これらを順次緊急地震速報に活用予定 

また、緊急地震速報の全国的な訓練を実施（23年12月） 
４ 高精度な津波数値シミュレーション計算を実施し、遠
地津波データベースを修正。24年度から、より精度の高
い津波警報等を実施予定 

５ 気象庁業務信頼性向上対策要綱に沿って、活動方針を
策定（23年６月）し官署に通知。この中で東北地方太平
洋沖地震により発生した機器障害等への対応の評価結果
を踏まえ、観測施設の整備時の検査・確認等の徹底を重
点的な活動方針とすることを決定 

（2） 民間気象事業者等の健全な発展等 

 

１ 国民のニーズ及び民間気象事業者の意見等を勘
案し、予報業務の範囲等、審査基準の見直し 

２ 指定試験機関等への立入検査について、実施要
領を作成した上で的確に実施 

 

１ 10 日間先までの日々の予報を認める等審査基準の見直
しを行い、24年３月１日から実施 

２ 立入検査実施要領を定め、同要領に基づき、支援セン
ターに対する検査を実施（23年４月）。今後も引き続き定
期的な立入検査（２年に１回）を実施 

(3) 組織及び業務運営の合理化・効率化 

 

１ 航空関係者に対する適切な気象情報の提供を前
提として、空港出張所の観測業務を委託して順次
航空気象観測所に移行 

２ 舞鶴海洋気象台の海上気象業務を除く業務の京
都地方気象台への移管について検討 

 

１ 移行について、予算面、技術面等での検討及び関係機
関と調整中。調整状況を踏まえ、早ければ25年度から順
次空港出張所を航空気象観測所へ移行予定 

２ 舞鶴海洋気象台の海上気象業務を除く業務を、24 年４
月１日付けで京都地方気象台に移管 

平成 24 年６月 29 日 
総務省行 政評価局 

【１回目の回答日】国土交通省：平成23年６月17日 
【２回目の回答日】国土交通省：平成24年６月18日 

【勧告先】国土交通省 
【勧告日】平成22年11月26日 

※ 勧告及び結果報告書は、総務省ホームページに掲載しています。 

勧告事項 

勧告事項 

勧告事項 その後の改善状況 

その後の改善状況 

その後の改善状況 
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平成 24 年８月 10 日 
総務省行政評価局 

「貸切バスの安全確保対策に関する行政評価・監視」の結果に基づく 
勧告に対する改善措置状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

【勧告先】国土交通省 
【勧告日】平成22年９月10日 

【１回目の回答日】：平成23年５月19日 
【２回目の回答日】 ：平成24年８月６日 

１ 調査概要 

貸切バス事業は、国民に身近な輸送手段として幅広く利用されているが、安全対策が不十分で運転者の過労が原

因となった死傷事故も発生。貸切バス事業者からは、運転者の労働時間等を無視した旅行計画を旅行会社等の契約先

から一方的に提示される､適正な運賃を収受できないなど安全運行への悪影響が懸念 

本調査は、貸切バスの安全運行及び利用者保護に資する観点から、貸切バス事業者における安全確保対策の実施

状況、貸切バス事業者と旅行業者等との運送契約の締結状況及び貸切バス事業者に対する指導・監督の実施状況等を

調査し、平成22年９月10日､下記のような事項を勧告 

この勧告に対する１回目のフォローアップ(平成23年５月)から約１年が経過した平成24年４月29日未明、関越自

動車道において、運転者の居眠りによるとみられる高速ツアーバスによる死傷事故が発生 

今回、上記の事故も踏まえ、国土交通省により、勧告に対する改善措置として、どのような措置が実施されたの

かを公表するもの 

２ 主な勧告事項及び国土交通省が講じた改善措置状況 

 (1)  貸切ﾊﾞｽ事業における安全確保対策の徹底 

勧告事項 

  行政処分の実効性確保及び法令違反行為の抑止

力強化

 交替運転者の配置指針の見直し

 高速ﾂｱｰﾊﾞｽ事業者における関係法令遵守の徹底

及び自主的な改善の促進

回答 

処分業者の違反内容に係る公表の拡充、告発の方針策定 

 高速ﾂｱｰﾊﾞｽの夜間運行における配置基準の見直し 

 運転者１人の上限の運行距離670㎞⇒400㎞ 

事故発生を受けた高速ﾂｱｰﾊﾞｽの安全確保対策の強化 

 高速ﾂｱｰﾊﾞｽ運行関係者(ﾊﾞｽ事業者･旅行業者)の重点監査

の実施及び監査結果の公表 

 高速ﾂｱｰﾊﾞｽ運行事業者ﾘｽﾄの公表､高速ﾊﾞｽ表示ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

に基づく利用者への安全情報の提供の徹底 等 

(2)  旅行業者への指導・監督の強化 

勧告事項 

 貸切ﾊﾞｽの発注時における禁止行為等の明示及

び法令遵守指導の徹底 

 国土交通省本省から観光庁への法令違反に関与

した疑いのある旅行業者名等の通知の徹底 

 
回答 

 旅行業者の禁止行為として、安全の確保が不十分な運送

ｻｰﾋﾞｽを旅行者に提供する行為を旅行業法令に規定 

 旅行業者・貸切ﾊﾞｽ事業者間の契約における書面取引を義

務化し、旅行業者の法令違反行為への関与の通知を促進 

(3)  収受運賃の適正化等 

勧告事項 

 収受運賃の実態把握の実施 

 公示運賃の検証 

 運賃の適正収受指導 

 
回答 

  貸切バスの運送に関する契約における書面取引を義務化

し、収受運賃の実態把握及び適正収受指導を実施 

  公示運賃の検証については、国土交通省に学識経験者や

事業者等で構成するﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟを７月25日に設置し、24

年度中に新たな運賃・料金制度の素案を取りまとめる予定 

(4) 監査の効率的・効果的な実施 

勧告事項 

 新規許可事業者に対する指導・早期監査の実施

徹底 

 自動車事故報告書を端緒とした巡回監査の実施

回答 

効果的な監査の実施を推進するとともに､国土交通省に有

識者等で構成する「運送事業者に対する監査のあり方に関す

る検討会」を設置し、監査の効率的な実施等について検討 
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平成 24 年 10 月 30 日 
総務省行 政評価局 

「製品の安全対策に関する行政評価・監視」の結果に基づく勧告に対する

改 善 措 置 状 況 （ ２ 回 目 の フ ォ ロ ー ア ッ プ ） の 概 要 （ ポ イ ン ト ） 

【勧告先】消費者庁、経済産業省及び総務省（消防庁） 【１回目の回答日】平成23年８月12日～８月23日 

【勧告日】平成23年２月１日 【２回目の回答日】平成24年10月17日～10月23日 

１ 調査概要 

製品による消費者の生命又は身体に対する危害の防止を図る観点から、関係機関における製品安全対策の実施

状況を調査。その結果を踏まえ、平成 23年２月１日に消費者庁、経済産業省及び総務省（消防庁）に対して、

①製品事故情報の迅速かつ的確な消費者への提供 、②事故製品の回収等の迅速かつ的確な実施及び消費者への

的確な情報提供等について勧告 

今回は、各省庁が講じた改善措置状況について、２回目のフォローアップ結果を公表するもの 

２ 主な勧告事項及び各省庁が講じた改善措置状況 

(1) 製品事故情報の迅速かつ的確な収集 

勧告事 項 
・ 消費生活用製品安全法に基づく重大製品事故の報告に

ついて周知・徹底、重大製品事故か否か判断できない場

合の運用の明確化等（消費者庁及び経済産業省） 

・ 消費者安全法に基づく重大事故等について、警察機関

及び消防機関から消費者庁に幅広く迅速に通知される

ようにすること（消費者庁） 

・ 重大製品事故の適切な報告の指導（消費者庁） 

２回目のフォローア ップ結果 

・ 製品事故報告の徹底、重大製品事故か否か判断できな

い案件についての迅速な相談等を事業者に対し要請。当

該制度を解説したハンドブックを改訂するなど一層の

周知を実施（消費者庁及び経済産業省） 

・ 警察庁及び消防庁に協力を要請した結果、消費者安全

法に基づく通知の件数が大幅に増加（消費者庁） 

・ 報告漏れの事業者を的確に把握し、報告の指導を徹底

（消費者庁） 

（2） 製品事故の発生原因の迅速な究明 

 勧告事項 
・ 独立行政法人製品評価技術基盤機構（以下「機構」

という。）における原因究明調査の進行管理の定着及び

着実な実施の確保（経済産業省） 

・ 消防機関と機構との連携及び情報共有のより一層の

促進（総務省（消防庁）及び経済産業省） 

２回目のフォローア ップ結果 

・ 機構は、リスク評価による優先度付けに応じた調査、

調査の進捗管理の徹底等を実施。その結果、調査終了ま

での日数が短縮（経済産業省） 

・ 消防機関と機構との連携を図るための会合を引き続き

開催する等により、情報共有をより一層促進（総務省（消

防庁）及び経済産業省） 

(3)  製品事故情報の迅速かつ的確な消費者への提供 

勧告事 項 

・ 原因不明の通知を受けた重大製品事故について、事業

者名等を含む事故概要を迅速に公表（消費者庁） 

・ 消費者安全法の通知を端緒として重大製品事故の発生

を知った場合、事業者名等を含む事故概要を迅速かつ適

切に公表（消費者庁） 

２回目のフォローア ップ結果 

・ 原因不明であっても、なお製品起因が疑われるとして

経済産業省から通知された重大製品事故について、原則

５日以内に事業者名等を公表。リコール製品について

は、原因究明を待たずに当該情報を公表（消費者庁） 

・ 事業者への重大製品事故報告の指導等により、事業

者名等を含む事故概要を引き続き公表（消費者庁） 

(4)  事故製品の回収等の迅速かつ的確な実施及び消費者への的確な情報提供 

勧告事   項
・ 回収等の実例をより多く示すなど事業者による製品の

回収等の実施を促すための取組の推進（経済産業省） 

・ 製品の回収等に関する情報を一元的に収集し、提供す

る仕組みの構築（消費者庁） 

２回目のフォローア ップ結果 

・ 的確にリコールが実施された事例を取りまとめ、ホー

ムページに掲載。業務方針に従い、事業者の再発防止対

策の進捗管理を行い、適時適切に指導（経済産業省） 

・ リコール情報を一元的に収集し、わかりやすく提供す

るサイトをホームページにおいて公開（消費者庁） 

※勧告及び結果報告書は、総務省ホームページに掲載しています。 
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平成 24年 11月８日 

総 務 省行 政評 価局 

食品表示に関する行政評価・監視－監視業務の適正化を中心として－の結果 

に基づく勧告に対する改善措置状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

【勧告先】消費者庁、農林水産省   【勧告日】平成 22年９月３日 

【１回目の回答日】消費者庁：平成 23年 7月 11日、農林水産省：平成 23年 7月 15日 

【２回目の回答日】消費者庁：平成 24年 11月１日、農林水産省：平成 24年 10 月 30日 

１ 調査概要 

近年、食品表示に対する一般消費者の信頼を低下させる事件が頻発していることなどから、食品表

示に対する国民の信頼の回復が急務。このような中、食品表示を含めた消費者行政を統一的・一元的

に推進するため、平成 21年９月１日、内閣府の外局として消費者庁が設置 

以上のような状況を踏まえ、関係機関による食品事業者に対する食品表示監視業務の適正化を図る

などの観点から、公正取引委員会、消費者庁、厚生労働省、農林水産省、18都道府県等を調査し、下

記のような事項について勧告  

この勧告に対し、消費者庁及び農林水産省がどのような改善措置を講じたか、２回目のフォローア

ップ結果を公表するもの 

２ 主な勧告事項及び消費者庁・農林水産省が講じた改善措置状況 

(1) 食品表示に関する監視業務の適正化 

勧告事項 

１ 立入検査の権限を行使し事実を検証す

る必要性を考慮し、立入検査又は任意調

査のいずれを実施するかについての判断

基準を明確化（農林水産省） 

２ 任意調査等は、原則、県域事業者に関し

ては都道府県が、広域事業者に関しては国

が実施するという役割分担を踏まえ、国が

県域事業者に対して任意調査等を行う場

合は、地方公共団体の自主性及び自立性に

極力配慮し、事前に文書で調整し、都道府

県を補完する観点から実施（農林水産省）

３ 疑義情報を把握した場合は、速やかに立

入検査等を実施すること（農林水産省） 

４ 改善の現地確認を確実に行うとともに、

これらを点検する仕組みを設けるよう都

道府県等を指導し、その結果を確認・点検

（消費者庁） 

 

その後の改善措置状況 

１ 国において立入検査が可能な事案については、

ＪＡＳ法に基づき行う立入検査によることを原則

としたことを踏まえ、全て立入検査を実施 

２ あらかじめ、業態が都道府県域事業者であるこ

とを確認した事案の全てについて、都道府県から

の協力要請等の事実を文書で明らかにし、都道府

県を補完する観点から調査を実施 

３ 疑義情報の把握から改善確認の実施に至るまで

の全工程の進行管理を適切に行い、疑義情報の把

握から立入検査等までの期間を極力短縮 

（７日以上を要したもの：５割（調査時）→２割（24年１月）） 

４ 都道府県等に対し、違反事業者からの改善報告

の受理後及び違反等の発見後に改善の現地確認を

速やかに行うとともに、これらを点検する仕組み

を設けるよう指導 

（全ての都道府県等で点検を実施していることを確認） 

(2) 食品表示監視業務の業務量の検証及びこれに合わせた要員配置の見直し 

勧告事項 

当省の調査結果を踏まえ、各農政局・事務

所の食品表示監視業務の業務量を検証し、各

農政局・事務所間の要員の配置を均衡にする

中で要員の合理化を図るなど、合理的な要員

の配置を図ること（農林水産省） 

その後の改善措置状況 

平成 23年９月の地方組織の再編に際し、業務実績

等を勘案した業務量指標を設定し、地方農政局・地

域センターの人員の合理化を図る中で、合理的な人

員の配置を実施 

（地方農政局等の人員と業務量指標に基づく人員の比率の最大最

小比：1.2倍（24年））

※ 勧告及び結果報告書は、総務省ホームページに掲載しています。 
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「職員研修施設に関する調査」の結果に基づく勧告に対する 
改善措置状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

 

 

１ 調査概要 
各府省が研修を実施するために設置している施設（以下「研修施設」という。）の運営等は各府省に任されているが、

その稼働状況や業務の実施状況等の面で効率化を図る余地があるものがみられることから、国有財産の売却又は有効
活用や、施設の効率的な運用を推進する観点から、研修施設の設置状況、研修の実施状況等の調査を実施 
調査結果を踏まえ、①研修施設の廃止、縮小等、②効率的な研修の実施の推進、③運営の適正化、④研修施設の運

営実態の把握・分析の推進などの課題について勧告 
この勧告に対し、各府省が講じた改善措置のその後の改善状況を公表するもの 

２ 主な勧告事項及び関係府省が講じた改善措置状況 
(1)  研修施設の廃止、縮小又は有効活用 

 
１ 稼働率が低調となっている研修施設などについ
て、廃止、縮小又は有効活用（７府省14研修施設） 

２ 民間施設に宿泊する場合に比べて国費の支出が
割高になっている宿泊施設について、廃止、縮小
又は有効活用（６府省14研修施設） 

３ 研修を実施するに当たって必要性の乏しい体育
施設について、種類や形状等を踏まえ、廃止、縮
小等（７府省16研修施設） 

１ 平成23年度末をもって廃止したものが１府省１研修施
設。廃止を予定しているものが２府省２研修施設。研修
施設の縮小を予定しているものが２府省２研修施設、研
修施設の有効活用を図っているものが６府省９研修施設 

２ 宿泊施設を廃止したものが２府省７研修施設。廃止を
予定しているものが１府省１研修施設。宿泊施設の有効
活用等による経費の削減の措置を講じているものが４府
省６研修施設 

３ 体育施設を廃止したものが４府省９研修施設。廃止を
予定しているものが３府省３研修施設。体育施設の有効
活用を図っているものが１府省４研修施設 
※ 廃止、縮小等の勧告により、６府省17施設の全部又は一部を処
分（予定を含む）⇒ 国有財産台帳価格 51億4,807万円 

（2）効率的な研修の実施の推進 

 

１ 業務に直接関係しない内容の研修等の廃止（４
府省11研修施設24研修） 

２ 重複した内容の研修、知識を付与するための研
修等の実施方法の見直し（３府省４研修施設17研
修） 

３ 研修の廃止を含めた抜本的な見直し（１府省１
研修施設25研修） 

１ 指摘した研修は、全て、平成22年度末までに廃止 

２ 指摘した研修については、平成23年度実施分から、共
通課程の合同実施など、全て、その実施方法等の見直し
を実施 

３ 研修内容の抜本的な見直しを行い、平成24年度から、
研修ニーズに対応した新たな研修体系に基づき実施 
本来の設置目的外となっていた特別研修は平成23年度

に廃止 

（3）運営の適正化 

 
１ 一般競争契約等の競争性の高い契約方式へ移行
（２府省２研修施設） 

２ 研修対象以外の受講者からの研修に要する実費
相当分の費用の徴収（３府省14研修施設） 

１ 指摘した調達等については、平成23年度から、競争性
の高い一般競争入札により契約を締結 

２ 実費負担を求めることとしたものが１府省 11 研修施
設、実費負担を求める予定のものが１府省１研修施設、
その他研修施設自体が廃止となるものなどが２府省２研
修施設 

（4）研修施設の運営実態の把握・分析の推進 

 
 研修施設の利用及び運営実態を府省全体で把握
し、それらの分析結果に基づいて、研修施設のコス
ト縮減など研修施設の見直し（12府省） 

指摘した12府省全てにおいて、所管する研修施設の稼働
状況等を統一的に把握する仕組みを整備 

平成２４年１２月１４日 
総務省行 政評価局 

【勧告日】平成22年12月10日 
【１回目の回答日】平成23年８月30日～９月12日 
【２回目の回答日】平成24年11月２日～11月19日 

【勧告先】内閣府、国家公安委員会（警察庁）、総務省、法務省、外務省、財務省、厚生労働省、 
農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省（12府省） 

 

勧告事項 その後の改善状況 

※ 勧告及び結果報告書は、総務省ホームページに掲載しています。 

勧告事項 

勧告事項 

勧告事項 

その後の改善状況 

その後の改善状況 

その後の改善状況 
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※上記事例は、JIS X 8341-3への対応状況のうち、主要なものの例示である。

 
各府省は、障害者基本法及び電子政府推進計画に基づき、ホームページの企画、設計、開発、制作、検証、保守及び

運用までの各段階において、日本工業規格（JIS X 8341-3）の必須項目から優先的にバリアフリー化を進めるなど、ホ

ームページのバリアフリー化にしっかり対応する必要がある。

「ホームページのバリアフリー化の推進に関する調査」の結果に基づく 
勧告に対する改善措置状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

 
 

１ 調査概要 

インターネット利用者数の増加に伴い、国の行政機関のホームページの利用数（アクセス数）も増加しており、行政機

関による情報提供の手段の一つとして、ホームページの果たす役割も拡大 

高齢者・障がい者等にとってもホームページは重要な情報収集手段の一つとなっているが、各府省のホームページの中

には、その制作に当たり高齢者・障がい者等への配慮が不十分との意見あり 

このような状況を踏まえ、各府省におけるホームページのバリアフリー化の推進体制及び対応状況を調査し、各府省の

本府省、外局等33機関に対して、バリアフリーに対応したホームページの制作を勧告 

今回、この勧告に対し、各府省がどのような改善措置を講じたか、その結果を公表するもの 

２ 主な勧告事項及び各府省が講じた改善措置状況 

(1) ホームページの企画・制作等の各段階におけるバリアフリー化への配慮状況 

調査 33 機関のうち、25 機関において、ホームページの

バリアフリー化への配慮が不十分なものあり 

① ホームページ制作業者に JIS X 8341-3への対応を求め

ていない 

② チェックツール等で確認・検証を行っていない 等

25機関全てにおいて、バリアフリー化への配慮について改

善措置済み又は今後改善措置予定 

① 未対応 11機関のうち、ホームページ作成の発注の機会が

あったものなど９機関が改善済み 

② 未対応 17機関のうち、コンテンツの追加・更新の機会が

あったものなど12機関が改善済み 

(2) 各府省のホームページのJIS X 8341-3への対応状況の概要 

ア 色のみに依存しないウェブコンテンツの作成 

 

○ 色のみに依存した情報提供を行っているため、色覚

障がい者等が理解しにくいものあり 

○ 指摘した10機関のウェブページ18ページ全て（100％）

が、色以外による情報提供を行うなどの改善措置を実施 

イ リンク画像に対する代替テキストを適切に設定したウェブコンテンツの作成 

 

○ 音声読み上げソフトが認識できるように見出しが

設定されていないため、効率的に読み上げられない

ものあり 

○ 指摘した 29機関 331ページのうち、28機関 304ページ

（92％）に見出しを設定するなど、音声読み上げソフトが

認識できるよう改善措置を実施 

ウ 単語の途中に空白又は改行を挿入しないウェブコンテンツの作成 

○ 単語又は文書の途中に空白（スペース）が挿入され

ているため、音声読み上げソフトで正しく読み上げ

られないものあり 

○ 指摘した 22 機関 66 ページのうち、20 機関 59 ページ

(89％)に音声読み上げソフトで正しく読み上げられるよう

改善措置を実施。残る７ページについても、今後改善予定 

平成 25 年１月 25 日 
総務省行政評価局 

【１回目の回答日】：平成23年３月31日から５月20日 
【２回目の回答日】：平成24年12月19日から28日 

【勧告先】全府省 
【勧告日】平成22年６月29日 

主な指摘事項 

 
回答 

回答 

回答 

回答 

主な指摘事項 

 

主な指摘事項 

 

主な指摘事項 

 

勧告事項 

JIS X 8341-3の必須項目の１つ以上に対応していないもの1,329ページのうち、1,056ページ（79％）に改善措置を実施済み
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バイオマスの利活用に関する政策評価の結果に基づく勧告に伴う 
政策への反映状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

 

 

１ 調査概要 
総務省は、「バイオマス・ニッポン総合戦略」（平成14年12月27日閣議決定。以下「総合戦略」という。）

（注）に基づき総合的かつ計画的に推進することとされているバイオマスの利活用に関する政策について、
関係府省の各種施策・事業が総体としてどのような効果を上げているかなどの総合的な観点から評価を実
施 
（注）現在は、「バイオマス活用推進基本計画」（平成22年12月17日閣議決定）に基づき施策を実施 

総合戦略の策定以降、バイオマス利活用施設の設置数の増加など、バイオマスを利活用するための環境
が整備されつつあり、総合戦略に基づく政策が一定の役割 
他方、ⅰ）政策全体のコスト、ⅱ）バイオマス関連事業の効果（アウトカム）、ⅲ）バイオマスタウン構

想の進捗状況、ⅳ）バイオマス関連施設におけるＣＯ２削減効果等、政策の有効性や効率性を検証するため
のデータが十分把握されていなかったこと等が明らかとなり、関係省に対し、下記のような事項について
勧告 
この勧告に対し、１回目のフォローアップ以降、関係省がどのような政策への反映を講じたか、その結

果を公表するもの 

２ 主な勧告事項及び関係省が講じた政策への反映状況 

① 政策のコストや効果の把握

 

バイオマスの利活用に関する政策のコストや
効果を的確に把握し、必要な見直しを行うこと。 

 

バイオマス施策の効果について、バイオマス種類ごとの
利用率、都道府県・市町村バイオマス活用推進計画の策定
状況等を取りまとめて、公表した。今後、毎年度、調査・
公表するとともに、総合的な施策の効果等の点検を行い、
平成27年度に「バイオマス活用推進基本計画」の中間見直
しを実施する。個別の施策の効果等については、毎年度、
各省における政策評価の中で把握していく。 

② バイオマスタウンの効果の検証及び計画の実現性の確保

 

市町村等が各地域の取組を統一的な基準で評
価し、計画の見直しや取組の改善を図ることがで
きる仕組みを構築する等、計画の実現性を確保す
る取組を実施すること。 

 

市町村等が計画の見直しや取組の改善を図ることができ
るよう、バイオマス利活用の取組効果の把握・評価方法、
中間・事後評価の方法などを盛り込んだ「都道府県・市町
村バイオマス活用推進計画作成の手引き」を作成し、地方
公共団体等に説明を実施した。 

③ バイオマスの利活用によるＣＯ２削減効果の明確化

 

１ バイオマスの利活用におけるＣＯ２の削減効
果について、ＬＣＡ手法を早期に確立するよう
努めること。 

２ 施設導入に係る補助事業の交付決定時に､Ｃ
Ｏ２収支や、国費とＣＯ２削減効果との費用対
効果等に係る審査事項を盛り込むこと。 

 

 関係省が連携し、バイオマスの利活用における温室効果
ガス削減効果の把握手法等を検討し、可能なものについて
は、温室効果ガス削減効果について補助金の交付決定時の
審査事項に盛り込む等の措置を実施した。 

※ 政策評価の要旨及び評価書は、総務省ホームページに掲載しています。 

平成 25 年６月 13 日 
総務省行政評価局 

【勧告先】総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省 
【勧告日】平成 23年２月 15日 【回答日】平成 23年 11月 24日～12月９日 
【２回目の回答日】平成 25年５月 27日～６月７日 

勧告事項（関係６省） 回答 

勧告事項（農水省、経産省、国交省、環境省） 

勧告事項（関係６省） 

回答 

回答 
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平成 25年６月 13日 

総務省行政評価局 

「食品流通対策に関する行政評価・監視 －食品の流通部門の構造改善に係る事業を中心として－」 

の結果に基づく勧告に対する改善措置状況（２回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

１ 調査概要 
食品の流通部門は、食品を安定的かつ効率的に消費者に供給するという重要な役割 
しかし、我が国の食品流通部門は長らく高コスト構造にあると言われており、このため、農林水産

省は、食品の流通部門の構造改善を促進する観点から、食品流通構造改善促進法（平成３年法律第 59
号）に基づき策定した基本方針等に基づき、卸売市場改革の推進、農林水産業と食品産業との連携の
強化等、各種の施策・事業を実施 
本行政評価・監視は、これらの農林水産省の食品流通対策に係る施策・事業について、効果的かつ

効率的な実施を確保する観点から、実態を調査し、下記のような事項を勧告 
この勧告に対し、農林水産省がどのような改善措置を講じたか、２回目のフォローアップ結果を公

表するもの 

２ 主な勧告事項及び農林水産省が講じた改善措置状況 
(1) 卸売市場改革の一層の推進 

勧告事項 
１ 中央卸売市場の再編基準に該当した市場
について、該当状況を把握・公表。該当市
場に対応措置を報告させ、当該措置が不十
分な場合は、必要に応じて中央卸売市場整
備計画に盛り込むなど、再編に向けた指導
を実施 

２ 中央卸売市場における卸売業者等の負担
軽減を図る観点から、取引の実態を把握・
分析し、その結果を踏まえ、申請手続等に
係る規制の見直しを実施 

２回目のフォローアップ結果 
１ 平成 23年 11月及び 24年 11月に再編基準の

該当状況を調査し、該当した市場を公表。該当
市場においては、地方卸売市場への転換や、経
営展望計画に基づき市場の活性化を図るなど
の対応措置を実施 

２ 中央卸売市場開設者に対し、各市場における
申請手続等に係る規制の見直しを指導。この結
果、44開設者中 20開設者が届出義務の一部廃
止などを実施、４開設者が認可手続中、14開設
者が平成 25年度に簡素化を図る予定 

(2) 食品の流通部門の構造改善に係る事業の効果的・効率的な取組の推進 

勧告事項 
１ 食品産業競争力強化対策事業（注）につい
て、事業実施主体における補助事業の実施
状況及びその効果を的確に把握。その結果
を踏まえ、事業実施主体に対し、効果が発
現するよう事業実施時及び実施後に必要な
指導を徹底 

（注）現在、新商品開発・販路開拓支援事業として実施 

２ 加工・業務用野菜の安定供給について、
実証試験を実施した地区における実施後の
状況や課題を把握し、その結果に基づき、
栽培技術等を普及 

２回目のフォローアップ結果 
１ 事業実施主体に対し、事業実績が目標に達し
ない原因を確認し、販路の開拓や安定供給が可
能な仕入れ先の確保等を指導 
 定期的なフォローアップを行えるよう、事業
成果状況報告の回数を増やすとともに、事業の
事前審査及び事業実施後の指導に関するマニ
ュアルを策定し、指導を徹底 

２ 栽培実証地区に係るヒアリング調査等の結
果を基に、省力化、生産性向上などに取り組ん
だ産地のその後の状況、課題を取りまとめ、こ
れを踏まえ、実証試験を活用した加工・業務用
野菜の安定供給への取組について周知 

※ 勧告及び結果報告書は、総務省ホームページに掲載しています。

【勧告先】農林水産省    【勧告日】農林水産省：平成 23年７月 29日 
【一回目の回答日】平成 24年３月 15日 
【二回目の回答日】平成 25年６月 ６日 
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（別紙２） 

政策評価の質の向上に係る主な取組 

 

 

 

○ 目標管理型の政策評価の質の向上（各行政機関を通じた評価のガイド

ライン策定等） 

 

  ・ 事前分析表と評価書の標準様式の導入 

 

  ・ 事前分析表と行政事業レビューシートとの間における事業名と事

業番号の共通化 

 

  ・ 政策評価担当部局と行政事業レビュー担当部局との連携確保等 

 

  ・ 目標達成度合いの評語を標準化 

 

  ・ 評価対象の重点化 

 

 

 

○ その他政策評価の質の向上（客観性担保評価活動） 

   

  ・ 租税特別措置等、規制及び公共事業に係る政策評価の点検の実施

件数（25年度：456件） 

     
   （注） 目標管理型の政策評価に係る点検は、平成 26年度から新たに実施 
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